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ＩＦＲＳ気候開示基準とＧＨＧ排出実態の把握 
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近年、多くの企業が温室効果ガス（ＧＨＧ）の排出削減に向けた取り組みを始めているが、

具体的な排出削減策を検討する上で、ＧＨＧ排出実態の把握が大きな課題となっている。と

くに足元では、自社の事業活動に伴う排出量（Ｓｃｏｐｅ１・２排出量）だけでなく、サプラ

イチェーンの上流・下流における間接的な排出量（Ｓｃｏｐｅ３排出量）を含めた全体の排

出量（サプライチェーン排出量）の削減に向けた動きが広がっているものの、広範かつ複雑

なサプライチェーンに属する多数の企業の排出量データを収集するのは容易ではなく、大半

の中小企業では排出量の計測すら行われていない。そのため、サプライチェーン排出量の正

確な把握は困難なのが実情である。日本取引所の調べでは、ＪＰＸ日経インデックス４００

を構成するわが国を代表する大手企業においても、Ｓｃｏｐｅ３排出量の開示を行っている

のは５割弱にとどまる（２０２２年１０月末時点）。また、Ｓｃｏｐｅ３排出量を開示してい

る企業でも、サプライチェーン内の各企業における排出量データ（１次データ）を用いた計

測ではなく、製品・サービス等の平均的な排出量（２次データ）を用いた簡易的な計測が主

流であり、計測しやすい一部カテゴリーのみの計測・開示にとどまる企業も多く、サプライ

チェーン排出量を正確に把握できているとは言い難い。 

こうした中、本年６月、国際会計基準を策定するＩＦＲＳ財団が設置した国際サステナビ

リティ基準審議会（ＩＳＳＢ）は、サステナビリティ開示基準の一般的要求事項（Ｓ１）と気

候関連開示（Ｓ２）を公表し、Ｓ２において、サプライチェーン排出量の開示、すなわち、Ｓ

ｃｏｐｅ３排出量を含めた開示を企業に要請している。わが国でも、サステナビリティ基準

委員会（ＳＳＢＪ）が日本版Ｓ１・Ｓ２基準の開発を進めており、２３年度中に公開草案、２

４年度中に確定基準を公表する予定であり、わが国の企業もサプライチェーン排出量の計測・

開示を求められることになる。 

先述の通り、サプライチェーン排出量の正確な計測には解決すべき課題が山積しているも

のの、開示が義務化されることによって、多くの企業がサプライチェーン排出量の計測に乗

り出し、課題解決に向けた取り組みが進むことが期待される。特に、２次データによる簡易

的な計測では、サプライチェーン内の各企業における排出削減努力が十分に反映されないた

め、１次データを用いたサプライチェーン排出量の測定ニーズが高まることが想定される。

実際、わが国では、多様な産業の企業が参画するＧｒｅｅｎ×Ｄｉｇｉｔａｌコンソーシア

ムにおいて、サプライチェーン排出量の正確な計測に向けたデータ連携などの実証事業が進

められている。また、金融機関やベンチャー企業などが中小企業にも活用できるＧＨＧ排出

量計測サービスを開発・展開しているほか、中小企業におけるＧＨＧ排出量の計測や排出削

減を支援する人材の育成に向けて、環境省による脱炭素アドバイザー資格の認定制度も近く

運用が開始される予定である。 
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まずもってＧＨＧ排出実態を把握しないことには、効率的に排出削減を進めることはでき

ない。今後、気候関連開示基準が適用されることによって、サプライチェーン排出量の実態

把握が進み、脱炭素に向けた取り組みが加速することが期待される。 
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